
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成 30年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人さらプロジェクト

1 事業の成果

30年度は、各事業においてそれぞれ、従前通り事業の拡充と人材育成、地域ネットワーク構築を図り、

地域課題に積極的に取り組んだ結果、各事業ともに安定した事業が行われ成果を見ることができた。

障害者就労移行支援事業では、年間を通じて職員の内部研修、外部研修が積極的に実施され、4事業

所とも就労した障害者は、安定的に就労を継続している。また、長年の課題であった、池袋事業所の移

転と、行政の理解を得て千歳台事業所の分場化に向け具体的な案件と賃貸契約を年度末に締結するこ

とができ、31年度 (令和元年〉より計画をスタートさせることが可能となった。

11月 から始まった障害者総合支援法内の定着支援事業は、主にさら就労塾の卒業生を対象とした、さ

らばれカフェ (食事会)の運営、スキルアップ研修や相談受付などを通して、互いの情報交換や課題解

決をはかる場を提供することが可能となった。

講習会事業及び、サポート事業要員養成・派遣事業及び、施設管理及び受付業務の受託事業では、9年

間運営してきた杉並区立ゆうゆう下井草館から杉並区立ゆうゆう西荻北館へ移動し、新たな拠点の基

盤づくりを行った。他 2館の管理・運営は従来通り安定的に行うことができた。

2 事業の実施に関する事項

(1〉 特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【307,111】 千円)

定款に記載
された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千 円)

講習会事業及
び、サポー ト

事 業 要 員 養
成 。派遣

高井戸東プラット

杉並区との協働による
「生きがいづくり」
「仲間づくり」
「生涯学習」をテーマに

した各種講習及びイベン

トの開催

4月 ～3

月
杉並区 12名 一般市民 4,462 1,944

講習会事業及
び、サポー ト

事 業 要 員 養

成・派遣

方南プラット

杉並区との協働による
「生きがいづ くり」
「仲間づ くり」
「生涯学習」をテーマに

した各種講習及びイベ ン

トの開催

4月 ～3

月
杉並区 ll名 一般市民 2,510 1,407



講習会事業及
び、サポー ト

事 業 要 員 養

成 。派遣

西荻北プラット

杉並区との協働による
「生きがいづくり」
「仲間づくり」
「生涯学習」をテーマに

した各種講習及びイベン

トの開催

4月 ～3

月
杉並区 10名

一般市民
2, 158 1,337

講習会事業及
び、サポー ト
事 業 要 員 養
成 。派遣

シニア情報生活ア ドバイ

ザー養成 。更新セミナー
7月

杉並区

練馬区

世田谷区

1名 一般市民 5 3

施設管理及び

受付業務の受

託事業

ゆうゆう高井戸東館

杉並区立ゆうゆう高井戸

東館の受託運営

4月 ～3月 杉並区 5名 一般市民 13,957 7,127

施設管理及び

受付業務の受

託事業

ゆうゆう方南館

杉並区立ゆうゆう方南館
の受託運営

4月 ～3月 杉並区 5名 一般市民 10,365 7,497

施設管理及び

受付業務の受

話事業

ゆうゆう西荻北館

杉並区立ゆうゆう方南館
の受託運営

4月 ～3月 杉並区 5名 一般市民 16, 122 7,462

障害者 自立支

援法に規定さ

れた移行支援

事業

さら就労塾@ばればれ運

営/千歳台

障害者総合支援法内の障

害者就労移行支援事業

4月 ～3月 世田谷区 7名
世田谷区

在住の

障害者

4,935 5 8 5 7 3

障害者 自立支

援法に規定 さ

れた移行支援

事業

さら就労塾@ぽればれ運

営/池袋
障害者総合支援法内の障

害者就労移行支援事業

4月 ～ 3月 豊島区 8人 障害者 2,879 74,953

障害者 自立支

援法に規定 さ

れた移行支援
事業

さら就労塾@ぽればれ運

営/秋葉原

障害者総合支援法内の障

害者就労移行支援事業

4月 ～3月 台東区 7人 障害者 5,243 69,449

障害者 自立支

援法に規定 さ

れた移行支援

事業

さら就労塾@ぽればれ運

営/横浜
障害者総合支援法内の障

害者就労移行支援事業

4月 ～3月 横浜市 8人 障害者 5,261 74,957



障害者 自立支
援法に規定 さ

れた定着支援
事業

就労した障害者の定着支
援
障害者総合支援法内の

障害者就労定着支援事業

ll月

～3月

世田谷区

豊島区

台東区

横浜市

12人 障害者 175 4,502

目的達成のた
めの事業

書籍出版
「発達障害の方が上手に

働 くための本」翔泳社

重版
「ちょっとしたことでう

まくいく 発達障害の人

が会社の人間関係で困ら

ないための本」翔泳社

出版/重版

4月 ～3月 全 国 2人 一般市民 16,000 2,242



書式第 13号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

平成 30年度 活動計算書 (その他事業が△上場合)

特定非営利活動法人さらプロジェクト

B

2)その 92,968, 240

期首棚卸高

期末棚卸高
会議費
交際費
会場費
旅費交通費

講師交通費
利用者通勤費
利用者交通費
通信費

荷造運賃発送費

広告宣伝費

消耗什器備品費
消耗品費
事務用品費
修繕費
新聞図書費
研修費

印刷製本費
車両費
水道光熱費
支払地代家賃

賃借料
保険料
諸会費
支払手数料

71.562
-143.424

250, 131

33,746
185,316

6.949,335
177, 166

5,311,675
389.601

1.546,887
556,459

7,476,448

3,954.305
1,265,343
3,335. 169

2,047, 141

38,457
3,577.060

161,135
63,815

2,951.060
26.999, 178

126.360
3,765, 189

200,000

180.000
20,000

正会員受取会費
一般会員受取会費

地域・企業・団体向け講習の企画・運営・コンサルティング事業収益

講習会事業及び、サポート事業要員養成・派遣事業収益

施設管理及び受付業務の受託事業収益
障害者総合支援法に規定された就労移行支援事業収益

障害者終了支援法に規定された就労定着支援事業収益
その他目的を〕t圭成するための事業

4

8

1

1

3

283, 160, 16

000

受取人件費補助金
受取運営費補助金
受取地方公共団体助成金
受取民間補助金

21,051,628取

5~そう他の収益
受取利息
雑収益

121,7:7

5124,常 収 益 計

経
~雨~夏 ~用

F業費

給料手当

賞与

雑給
訓練生工賃
退職給付費用
法定福利費

福利厚生費

157.433,089
13,978. 173

2,253.210
303,647

16.513,000
23,075,999

585,851

214, 142,96
1 人

134,984
6,101.520



外注費
租税公課
減価償却費
業務委託費
講習材料費
書籍仕入
慶弔費
雑費
雑損失

51,000
56,1501

77.6631

98.1601

36.0291

32,2221

26,0001

3,561

1,837

307 111

会議費
旅費交通費
通信費
公告宣伝費
消耗品費
新聞図書費
保険料
支払手数料
租税公課
雑費

23,150
20, 141

5,412
49,386
3, 128

630

123,482
126

3.950
108

2.400,000

229,463

ウ

一

1 2,4 0,000

629 46

2 そ

役員報酬

人

309,740,■ 72

207 160BA

過年度損益修正益
固

正

災害損失
固

D

― 【D】 ②
-5,207,150T]「 蓮アで

「

‐
~「

・③前
~当

期 正 上 上 國
1,0:4,895

79,583, 318
民税及

73,361,263)―OT⑤』 正 味 財 産 額 《



書式第 15号 (法第 28条関係)

平成 30年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人さらプロジェクト

令   額 小計・ 合計

E
属動資 i

現金預金

未収金
前払金

貯蔵品
仮払金

63.335

42.454
20

143

188

|

0861

3721

000

424
440

106. 141,322[産合 十 ・ ・・①

定 資

(1)有形固定資産
建物付属設備
車両運搬具
什器備品
保険積立金
長期前払費用 25,560,647

5,777,430
1

93,060
96,686
93,520

1, 148,4001, 148,400
(ア戸爾形固定資産

ソフトウェア

15,731,818 15,731,818
(3)霧顧 7研函頑画

敷金

42.440.865十 ・
~T~~「

75

【A】 資 産 合 計 ①+② 」___型型型

75.220,924

220,924

220, 92

0

+

B-1

未払金

預り金
前受金

仮受金

未払法人税等

長期借入金
退職給付引当金

72,421,655
1,456,881

144,000
183.588

1,014,800

79 58
-6 22

B-2
正

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 148, 582, 187

■■■■■腰薦Π厖□

一ロ



16 28 関係 )

重要な会計方針
計算書類の作成は、 NPO法人会計基準  によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

市場価格を基準

(2)固定資産の減価償却の方法

定率法による

平成 30年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人さらプロジェクト

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金                                      _ _

退職給付に備えるため、間期末における退職給付責務に基づき当期末に発生していると認められる金額を

計上。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づき計算

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消 費税等の会計処理

税込方式で計上している

2.事業別損益の状況

合計管理部門本部事業 事業部門計非収益事業 福祉事業収益事業科 目

200,000
0

21,051,628
283,160, 167

121,717

200,00

21,051,6
283, 160, 1

1社 7

0

0

,728

,000
.047

0

0

19,714,900

250,877. 542

18.322

0

0

0

32,278,625
100,348

304.533,512304.333.512 200,01Q」
:l1.343.775 270,610,76432.378.973

173,664.472
2,400,000
16,513,000

585,851

23,379,646

2,400.00
173,664,472

0

16.513,000
585,851

23.379」亜

152,675.845
0

16.513,000

564,811

22.056,596

20,988,627
0

0

21,040
1.323.050

216.542,9理2,400,000214.144969191,810,25222.332,717

204,966

12,847.918
0

1,677,663

125,308

78,341,848186,

23, 150

20.141
181,

12.827,

1,677,66
125,30

78,155,61

181,816

12,017,939
0

1,677,663

63.815

72.301.395

34,

0

775,313
0

0

61,493

5,846.148
93.197,⊇ 3229,41ユ92.968,24086.242,62842,6586,682,954

巨コ 圧□629 463□ 四D□ ロD42.658 278,052,88029.015,671
-5-2.429,46]-2,777._69711□3,363.302

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

杏貨見通費

i景]]⑮

費
その他経費計

経常費用計
当期経常増減額 □田□Ш

■■回□回輌四■田口回図■

算定方法内容 金額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



備考当期増加額 当期減少額 期末残高内容 期首残高

合計

4.使途等が制約された寄附金等の内訳
.使 途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固定資産の増減内訳

6.借入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

8

長 i価額減価償却累計額 期末l取 得 減 少 期末取得価額科 目 期首取得価額

626.400

528,858
0

1,093,06

15,731.818
25,615,986

1

900,158
0

0

0

0

11,310,484
24.516.549

721,760

7,807,048
5,498.262

B□5155 2581 □贋B □ D□田 匝□ ]D2 田 臣コ 田

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合 計 ■□回亜団■国囮□回 ■亜肛口回■□□臣回

期末残高当期借入 当期返済科 目 期首残高

合計

内、役員と
の取引

内、近親者及
び支配法人と

の取引

計算書類に計
上された金額

科 目

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況

|



書式第 17号 (法第 28条関係〉

未払金
給与
社会保険料
その他

預り金

源泉徴収税

平成 30年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人さらプロジェクト

13.348,880
3.665,446

55.407,329

金  額 /h 
=t

合  計科 目

現金預金
手元現金
りそな銀行井荻支店普通預金
三菱東京UFJ銀行荻窪支店普通預金
みずほ銀行経堂支店普通預金
みずほ銀行池袋西日支店普通預金
みずほ銀行荻窪支店普通預金
みずほ銀行池袋西日支店普通預金

1.

8.

2.

8,

7.

1,

1,

283,3961    1,283,396
97

86

19

82

20

30

22

36

00

02

11

05

80

ち

ち

ち

ち

ち

ち

ち

う

う

う

う

う

う

う

ゆ

ゆ

ゆ

ゆ

ゆ

ゆ

ゆ

ょ銀行 (千歳台)

ょ銀行
ょ銀行
ょ銀行

(世 田谷区預かり金)

(秋葉原)

(横浜)

(千歳台工賃)

(池袋工賃)

(秋葉原工賃)

行
行
行

銀
銀
銀

よ

よ

よ 1 62,051.690 63,335,086

未収金
施設管理運営及び受付事業の受託事業未収金

障害者自立支援法に規定された就労移行支援事業未収金
2.014. 104

40.440,268

20,000

143.424

42,454,372

20,000

143.424

前払金

貯蔵金

仮払金 188,440 188,440 42,806,236

106 141 322

1

建物付属設備
車両運搬具
什器備品
保険積立金
長期前払費用

5,777,430
1

1 093 060

15,996,636
2.698,520 25.560,647

2
ソフトウェア 1, 148,400 1

3) そ の の

敷金

千歳台事業所

池袋事業所

秋葉原事業所

横浜事業所

3,090,0001

4.151.3341

3.412.0001

5,078,4841 15,731,818

148, 582, i87①+②【A】 資 産 合 計

■E口置覇Π罰

‐ :ヨ■

30,630

72.421.655



世田谷区
その他

前受金

仮受金

未払法人税等

1,421,011
5,240

144,000

183,588

1,014,800

1,456,881

144,000

183.588

1,014,800

75,220,924Э

退職給付引当金
職員

長期借入金
○○銀行借入金

つ
‘

75. 220, 924【B-1】 負 ③+④債 合 計

73,361,263【8-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係)

平成 30年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有籠を記載した名簿)

特定非営利活動法人さらプロジェク ト

1 1確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏   名

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 匡ヨ・監事
ネモト

根本

カス
・エ

ー恵

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

2 匡∃・監事
サトウ  チエ

佐藤 智恵

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

3 巨垂]・ 監事
オカノ  ヨシヨ

岡野 佳子

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

4 匡∃・監事
カワク'テ   イクヒ

川口 育廣

平成30年4月 1日

平成31年 3月 31日

年:   月   日

年1   月   日

5 匡∃・監事
ヤスオ  マサミ

安尾 真美

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

6 理事・監事

オカ'ワ  ハルヒサ

小りII 日青寿

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月

月

日

日年

7 理事。匡∃
ネツ'  アキオ

根津 昭男

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

8 理事 。監事

年  月

年  月

日

日

年   月   日

年  月  日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年   月 日

日年 月

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_菫 ロ

氏   名 住 所 又 は 居 所

根本 一恵

，

一 佐藤 智恵

う
０ 川口 育廣

4 大根田 利夫

ｒ
● 美澄 恵美子

´
０ 佐藤 祐一

７
′ 小山 智子

６
０ 岡野 佳子

０

一 秋田 晋作

10 大田 アキヱ

ll 安尾 真美

12 小川 晴寿

高山 篤13

14 天野 晃秀

根津 昭男15

1




